平成12年10月改正で削除した条項
	第８条　実施機関は、次の各号のいずれかに該当する情報が記録されている公文書については、公文書の公開をしないことができる。
　　（略）

（３）府の機関が国等の機関と協力して行う事務又は府の機関が国等の機関から依頼、協議等を受けた事務に関する情報であって、公にすることが、当該協力して行う事務又は当該依頼、協議等の条件及び趣旨に反すると認められるもの
	


1． 　本号は、府と国等との信頼関係、協力関係を確保する観点から、定めたものである。
2． 　府の行政は、国、他府県、市町村等の行政と密接に関係し合い、これらと総合的に推進されるものであり、公開することにより、国等との信頼関係、協力関係を損ねる情報については、国等との関係を維持、発展する見地から公開しないこととするのが本号の趣旨である。

　[具体的情報例]

　　国等からの検査等に係るもので国等でも公にしていないもの

　　・会計検査院の検査結果

【現】　情報公開条例第８条　公開しないことができる行政文書

	第８条　実施機関（公安委員会及び警察本部長を除く。）は、次の各号のいずれかに該当する情報が記録されている行政文書を公開しないことができる。
　　（略）

（３）府の機関又は国等の機関が行う調査研究、企画、調整等に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、府民の正確な理解を妨げることなどにより不当に府民の生活に支障を及ぼすおそれ又は特定のものに不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの
（４）府の機関又は国等の機関が行う取締り、監督、立入検査、許可、認可、試験、入札､契約、交渉、渉外、争訟、調査研究、人事管理、企業経営等の事務に関する情報であって、公にすることにより、当該若しくは同種の事務の目的が達成できなくなり、又はこれらの事務の公正かつ適切な執行に著しい支障を及ぼすおそれのあるもの
	


